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大学共同利用機関の検証

• 「第４期中期目標期間における大学共同利用機関の在り方について（審議のまとめ）」（平成３０年１２月研究環境基盤部会）に基づき、大学共

同利用機関について、学術研究の動向に対応し、大学における学術研究の発展に寄与しているかなどを定期的に検証するために実施する。

• 大学共同利用機関は、以下の「大学共同利用機関として備えるべき要件」に即し、適切な指標を設定し、検証を行う。その後、科学技術・学術

審議会は、当該検証の結果について審議し、意見を述べる。

大学共同利用機関として備えるべき要件 (Ｒ２文科省告示より）

①[運営面］開かれた運営体制の下、各研究分野における国内外の研究者コミュニティの意見を踏まえて運営されていること

②[中核拠点性］各研究分野に関わる大学や研究者コミュニティを先導し、長期的かつ多様な視点から、基盤となる学術研究や最先端の学

術研究等を行う中核的な学術研究拠点であること

③[国際性] 国際共同研究を先導するなど、各研究分野における国際的な学術研究拠点としての機能を果たしていること

④[研究資源] 最先端の大型装置や貴重な学術資料・データ等の、個々の大学では整備・運用が困難な卓越した学術研究基盤を保有・拡充

し、これらを国内外の研究者コミュニティの視点から、持続的かつ発展的に共同利用・共同研究に供していること

⑤[新分野の創出] 社会の変化や学術研究の動向に対応して、新たな学問分野の創出や展開に戦略的に取り組んでいること

⑥[人材育成] 優れた研究環境を生かし、大学院生を含む若手研究者などの人材育成やその活躍の機会の創出に貢献していること

⑦[社会との関わり] 広く成果等を発信して、社会と協働し、社会の多様な課題解決に向けて取り組んでいること

【検証時期】

○大学共同利用機関の教育研究等の検証に関する告示（R2.8.25）（抄）

第２条 大学共同利用機関は、当該大学共同利用機関の教育研究等の状況について、次条に定める観点に照らし、自らその検証を行うものとする。

２ 前項に定める検証は、国立大学法人法第三十条に規定する中期目標の期間の最後の事業年度の前々事業年度の終了後に行う。

○「第４期中期目標期間における大学共同利用機関の在り方について（審議のまとめ）」（平成３０年１２月研究環境基盤部会）（抄）

②大学共同利用機関法人の中期目標期間の最後の年度の前々年度終了後に、各大学共同利用機関及び各大学共同利用機関法人において、①のガイドラインに基づき、

海外の研究機関に属する研究者からの意見を聴き、自己検証を実施する。

③②の自己検証の結果を踏まえ、科学技術・学術審議会において、同審議会に置かれる関係の分科会、部会における審議等を踏まえつつ、検証を実施する。
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前回（令和２年度）の検証の実施について

検証の趣旨

中長期的な構想の基づく学術研究を推進する観点から、学術研究の動向に対応し、大学における学術研究の発展に寄与している

か、また、大学共同利用機関制度が我が国の研究力向上に資するものとなっているかなどを定期的に検証し、その結果に基づき、

再編・統合等を含め、大学共同利用機関の今後の研究体制強化の在り方を検討するものとする。

検証の基準

「大学共同利用機関として備えるべき要件」（文部科学省告示）に対応する「主な観点」及びこれらの観点ごとの「指標例」を基本と

しつつ、各機関の判断で独自の指標・ベンチマークを設定することも可能。

※観点ごとの重み付け、優先順位については、各機関ごとに判断。

実施方法・スケジュール

R2.3月 ５月 ９月 １１月 １２月 R3.1月

検証ガイド
ライン策定

各機関における自己検証 審議会における外部検証
検証結果
公表

①専門家による意見書作成
②①を参考としつつ作業部会委員による
外部検証様式作成（機関に書面で質問）

作業部会で各機関の外部検証
結果について審議
→基盤部会で検証結果を決定

検証の時期

• 検証の結果を直後の中期目標期間に反映することを踏まえ、中期目標期間の最後の年度の前々年度終了後に実施。

• 検証の周期は、大学共同利用機関法人の中期目標期間に合わせて６年間ごと。
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◆ すべての大学共同利用機関について、自己検証のとおり大学共同利用機関として備えるべき要件に照らして十分な活動を行っていると認められる。
（※なお、大学共同利用機関ではない高エネルギー加速器研究機構加速器研究施設・共通基盤研究施設について、大学共同利用機関の研究活動の基盤を支えていることを確認）

◆ 全体として、各分野の中核的な研究拠点として研究資源の維持・発展に努め、共同利用・共同研究の発展に貢献しており、研究資源のデジタル化や異
分野融合・新分野の創出に向けた取組も積極的に行われている。
このほか、学術的・社会的動向に対応した組織の改編等について多くの機関で行われている。

◆ 他方で、研究者コミュニティ等に対するより開かれた運営、国際的な研究動向の更なる反映、産業界との連携や社会への還元、研究の発展や研究資源
の共有等の観点からの他の機関・大学等との連携強化等については、なお一層の取組が必要である。
また、研究費の不正使用等が発生している機関に対しては、再発防止策を含めたコンプライアンス確保の取組について、改善を要する点として指摘している。

大学共同利用機関の外部検証結果について（概要）

（１）大学共同利用機関の在り方について
・ 国内外の学術的・社会的な動向を踏まえた研究活動の充実及び共同利用・共同研究機能の強化、異分野融合・新分野創出の推進
・ 各研究分野の中核的な研究拠点として発展し続ける基盤としての、年齢・性別・国籍等、研究者の多様性の向上
・ 国内外の研究者コミュニティの意見の反映のための、運営組織における多様性の向上や一層開かれた運営の推進
・ 優れた研究環境を生かした若手研究者の育成、総合研究大学院大学との連携・連携大学院制度の活用等による大学院教育への貢献
・ 各機関の長のリーダーシップの一層の強化とともに、限られた財源・人員下での研究資源の共有、効率的・効果的な運営のため、法人のリーダーシップによ
る法人内の各機関の連携や、大学・研究開発法人等との組織的連携の強化

・ 異分野融合・新分野の創出等による研究力強化、人材育成の充実、運営の効率化等のための、法人の枠を超えた連携の推進(「連合体」の取組を含む)

（２）検証の実施の在り方について
・ 各機関や分野の特性を踏まえつつ、自らの強み・特色と課題を可視化し、研究者コミュニティのみならず社会からの理解を得るための指標の設定及び結果
の提示（人文・社会科学分野への考慮、データの整理の在り方を含む）

・ 関連分野の国際的な研究機関とのベンチマーク
・ 各法人の実態を踏まえつつ、各大学共同利用機関及び関連する法人内の研究組織等を含めた検証対象の整理
・ 国立大学法人等の第４期中期目標期間における評価の在り方の見直しを踏まえ、法人評価と検証との関係性の整理

検証結果（全体）

今後の課題（例）

令和３年１月 研究環境基盤部会
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本日 御意見いただきたい事項

１ 次期検証のスケジュール

２ 各機関における自己検証様式等
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１ 次期検証のスケジュール

R7春頃 秋頃 R8春頃 R9

①前回同様の
スケジュール

②検証時期の
前倒し（案）

検証ガイドライン策定
各機関における
自己検証

審議会における外部検証
検証結果
公表

検証ガイドライン策定 各機関における自己検証
審議会における外部検証及び検証を踏まえ
た機関・法人の機能強化全体に関する議論

検証結果
公表

• 検証結果を令和１０年度から開始する第５期中期目標期間に反映させるためには、令和８年度中に検証結果を取りまとめるこ

とが必要。

• 前回の検証では、審議会における外部検証を行う期間が約４か月しか確保できず、各機関の検証結果を踏まえた、大学共同利

用機関の今後の研究体制強化の在り方の検討まで至らなかった。

⇒ 次期検証では、審議会における外部検証及びそれを踏まえた機能強化に関する議論の時間を十分に確保するために、自己検

証の開始時期を前倒ししてはどうか。 （ただし、大学共同利用機関法人の第４期中期目標期間における４年目終了時評価の時

期を考慮し、各機関における負担を踏まえた実施方法を検討することが必要。）

R8.６月末まで 12月 R９.１-3 4-６月

法人の評価
スケジュール

各法人から実績
報告書を提出

ヒアリング
対応※

評価
決定

【参考】大学共同利用機関法人の第４期中期目標期間における４年目終了時評価のスケジュール（現時点の予定）

（スケジュールのイメージ）
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評価結果案
に対する意
見申立て

※（独）大学改革支援・学位授与機構実施の「教育研究の質の向上に関する事項」のヒアリング
（大学共同利用機関法人の第4期中期目標期間の業務実績評価に係る実施要領（令和5年3月23日国立大学法人評価委員会決定）および大学改革支援・学位授与機構4年目終了時評価のスケジュール(案)による）



２ 各機関における自己検証様式等

（参考）前回検証時の「自己検証結果報告書」
※参考イメージとして、高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所作成のものから一部抜粋（全体は30ページ程度）

前回検証時の今後の検証の実施の在り方に関する課題の一つとして、「各機関や分野の特性を踏まえつつ、自らの強み・特色と課

題を可視化し、研究者コミュニティのみならず社会からの理解を得るための指標の設定及び結果の提示（人文・社会科学分野への

考慮、データの整理の在り方を含む）」や「関連分野の国際的な研究機関とのベンチマーク」があげられており、それを踏まえた自

己検証の様式について検討する必要があるのではないか。
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（参考）大学共同利用機関において作成している資料例

生理学研究所：共同利用研究において日本の大学のどこに貢献しているのか

全国各地の大学等に幅広く貢献。我が国全体としての研究力の底上げに貢献。

特定分野型国立大学

世界水準型国立大学

地域貢献型国立大学 ＆ 国立大学以外 (その他)

増加傾向

世界水準型の国立大学への貢献は維持しつつ、地域
貢献型の国立大学及び国立大学以外の研究機関等
への貢献を一層強化。成果論文のクオリティーは高い。

全国レベルでの研究力の底上げに貢献

高水準を維持

ポイント

共同利用研究の実施件数の年次推移
（2009 – 2023 年度）

● 地域貢献型の国立大学、私立・公立大学、公的研究機関の利用者が増加。
● 世界水準型の国立大学の利用者数が、高い水準を維持。

年度

論文数

Top10%
論文割合(%)

●共同利用・共同研究の成果を発表した論文の「Top10%論文割合」は高い。

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

110 122 116 121 93 122 93

16.4 12.3 11.2 14.1 14.0 20.5 14.0

北海道 55

東北 66

関東 710

中部 529

近畿 525

中国 97

四国 22九州・沖縄 119 海外 87

2009-2023年度の利用機関の内訳

国立大学 1190
私立大学 502
公立大学 169
国立法人 191
他 (民間・海外等) 158
計 2210

● 利用者の分布は、地域としても、機関の区分としても、
多岐に渡る。
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分子研から転出した助手・助教についても、8割近くが
キャリアアップを果たし、コミュニティ内での若手研究者の
流動に大きく寄与している。

所属機関 教授
以上

助教授/
准教授

講師・
主任研
究員

助手/助教・
ポスドク・
研究員

名古屋大学 8 5 2 2
京都大学 8 5 1 3
大阪大学 7 6 1 3
東京大学 7 5 0 1
兵庫県立大学 6 3 0 0
広島大学 6 2 0 3
東北大学 6 1 0 2
九州大学 5 3 2 0
東京工業大学 4 2 0 3
日本大学 4 1 0 0
理化学研究所 4 0 0 4
岡山大学 4 0 0 0
分子科学研究所 3 3 1 0
神戸大学 3 2 2 0
富山大学 3 1 0 0
金沢大学 3 0 0 0
上智大学 3 0 0 0
お茶の水女子大学 3 0 0 0
東京都立大学 3 0 0 0
北海道大学 2 2 0 0
名古屋工業大学 2 2 0 0
高エネルギー加速器
研究機構 2 1 1 2
東京理科大学 2 1 0 0
関西学院大学 2 0 0 0
高輝度光科学研究
センター 2 0 0 0

神奈川大学 2 0 0 0
大阪市立大学 2 0 0 0
大阪府立大学 2 0 0 0
物質・材料研究機構 2 0 0 0
放送大学 2 0 0 0
ピッツバーグ大学 1 0 0 0
オクラホマ大学 1 0 0 0
台湾国立交通大学 1 0 0 0
筑波大学 1 2 1 0
早稲田大学 1 1 1 0
千葉大学 1 0 0 0
信州大学 1 1 0 0
佐賀大学 1 1 0 0
電気通信大学 1 1 0 0
東京農工大学 1 1 0 0
立命館大学 1 0 0 0
同志社大学 1 0 0 0
明星大学 1 1 0 0
近畿大学 1 0 1 0

所属機関 教授
以上

助教授/
准教授

講師・
主任研
究員

助手/助教・
ポスドク・
研究員

岡山理科大学 1 1 0 0
埼玉大学 1 0 0 0
福井大学 1 0 0 0
愛媛大学 1 0 0 0
熊本大学 1 0 0 0
山口大学 1 0 0 0
大分大学 1 0 0 0
宇都宮大学 1 0 0 0
東京学芸大学 1 0 0 0
愛知教育大学 1 0 0 0
学習院大学 1 0 0 0
立教大学 1 0 0 0
中央大学 1 0 0 0
法政大学 1 0 0 0
東邦大学 1 0 0 1
九州シンクロトロン光研
究センター 1 0 0 0
九州工業大学 1 0 0 0
豊橋技術科学大学 1 0 0 0
国立環境研究所 1 0 0 0
室蘭工業大学 1 0 0 0
城西大学 1 0 0 0
静岡理工科大学 1 0 0 0
長崎県立大学 1 0 0 0
山形大学 0 2 0 0
新潟大学 0 2 0 0
慶應義塾大学 0 2 0 0
静岡大学 0 1 0 1
デルフト工科大学 0 1 0 0
福井県立大学 0 1 0 0
岐阜大学 0 1 0 0
京都工芸繊維大学 0 1 0 0
群馬大学 0 1 0 0
山梨大学 0 1 0 0
奈良先端科学技術大
学院大学 0 1 0 0
豊田工業大学 0 1 0 0
北陸先端科学技術大
学院大学 0 1 0 0
産業技術総合研究所 0 0 1 0
名古屋市立大学 0 0 1 0
マックス・プランク光科
学研究所 0 0 0 1
大阪市立科学館 0 0 0 1
ユトレヒト大学 0 0 0 1
量子科学技術研究開
発機構 0 0 0 1
総合科学研究機構 0 0 0 1
文部科学省 0 0 0 1

教授以上

49%
助教授/准教授

23%

講師・主任研究員
5%

助手/助教・ポ
スドク・研究員

10%

民間企業
2% その他

11%

他、民間企業5名、その他33名

分子研出身者の現時点もしくは退職時での所属機関と身分分子研からステップアップ
助手・助教から

創設（1975年）から
2023年度まで

(人)

303名

IMS
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（参考）大学共同利用機関において作成している資料例



国立天文台：共同利用実績（機関種類別）

ここでは、直近５年間（2019-2023）の論文数が40編以上の42大学をプロット
（注： 国立天文台の著者を含まない論文を含む）

≥ 40編

2014-2018 2019-2023

大学総数 100 117 (17.0% 増加)

論文総数 1,838 2,490 (35.5% 増加）

1大学あたりの
平均論文数 18.4 21.3   (15.8% 増加）

(A) 2019-2023

(B) 2014-2018

2024/9/16 国立天文台調査 ( WoS/InCites使用、対象:Article, Review)

国立天文台の施設・設備等を利用した、国内大学の論文数の推移（5年間隔）

（参考）大学共同利用機関において作成している資料例
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分子科学研究所：共同利用実績（機関種類別）
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自然科学研究機構 基礎生物学研究所

共同利用研究採択件数、及び、大学等種類別の採択件数の割合
（一大学・研究機関からの複数の課題をカウント）

※RU11：東京大、京都大、大阪大、名古屋大、北海道大、東北大、九州大、筑波大、東京工業大、
慶應義塾大、早稲田大

※RU11以外の大学：RU11を除く国公立・私立大学
※その他機関：国内研究機関、海外学術機関

基礎生物学研究所共同利用研究による大学支援状況

共同利用研究の利用状況について：

• 基礎生物学研究所共同利用研究では毎年度160件前後の研究課
題を採択し、大学等の研究者の研究活動を支援している。

• 採択課題数の40～50％は研究大学（RU11）以外の大学に所属す
る研究者からの申請であり、全国の国公立・私立大学の研究活動
を支えている。

• またその割合は右肩上がりで増加しており、最先端機器や設備の
保有が困難な大学の研究者からの期待が大きくなっている。

• RU11からの採択件数は約30％を維持している。これは研究大学
の研究者が所属大学の最先端機器を常時利用できるわけではな
く、基礎生物学研究所が研究大学の研究活動にも貢献している。

• このように、「基礎生物学研究所の技術力の高さ」、「保有する最
先端機器や設備の管理・運用能力の高さ」、「専門性の高い技術
職員による研究支援」等が高く評価されていると考えられる。

2023年度（令和５年度）に受入れたRU11以外の大学： ５６大学（順不同）

お茶の水女子大学、旭川医科大学、茨城大学、宇都宮大学、岡山大学、岩手
大学、岐阜大学、金沢大学、九州工業大学、熊本大学、群馬大学、県立広島
大学、広島大学、弘前大学、埼玉大学、山口大学、新潟大学、神戸大学、静岡
大学、千葉大学、大阪公立大学、長岡技術科学大学、長崎大学、鳥取大学、
東京医科歯科大学、東京都立大学、奈良教育大学、奈良女子大学、富山大学、
福島県立大学、兵庫県立大学、豊橋技術科学大学、名古屋工業大学、名古屋
市立大学、琉球大学、愛知淑徳大学、沖縄科学技術大学院大学、学習院大学、
関西医科大学、関西学院大学、岩手医科大学、久留米大学、京都産業大学、
玉川大学、城西大学、中央大学、中部大学、朝日大学、帝京大学、東京理科
大学、東洋大学、藤田医科大学、武蔵大学、法政大学、麻布大学、明治大学

年度 採択件数 RU11 RU11以外の大学 その他機関 合計
2016 (H28) 175 38.29% 41.14% 20.57% 100%
2017 (H29) 169 34.32% 44.97% 20.71% 100%
2018 (H30) 180 28.33% 43.89% 27.78% 100%
2019 (H31/R1) 177 28.25% 46.89% 24.86% 100%
2020 (R2) 144 27.08% 49.31% 23.61% 100%
2021 (R3) 152 29.61% 48.68% 21.71% 100%
2022 (R4) 148 32.43% 47.30% 20.27% 100%
2023 (R5) 163 29.45% 52.15% 18.40% 100%

コロナ流行期間
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（参考）大学共同利用機関において作成している資料例



自然科学研究機構 基礎生物学研究所

共同利用研究採択件数、及び、大学等種類別の採択件数の割合
（一大学・研究機関からの複数の課題をカウント）

※RU11：東京大、京都大、大阪大、名古屋大、北海道大、東北大、九州大、筑波大、東京工業大、
慶應義塾大、早稲田大

※RU11以外の大学：RU11を除く国公立・私立大学
※その他機関：国内研究機関、海外学術機関

基礎生物学研究所共同利用研究による大学支援状況

2023年度（令和５年度）に受入れたRU11以外の大学： ５６大学（順不同）

お茶の水女子大学、旭川医科大学、茨城大学、宇都宮大学、岡山大学、岩手大学、岐阜大学、金沢大
学、九州工業大学、熊本大学、群馬大学、県立広島大学、広島大学、弘前大学、埼玉大学、山口大学、
新潟大学、神戸大学、静岡大学、千葉大学、大阪公立大学、長岡技術科学大学、長崎大学、鳥取大学、
東京医科歯科大学、東京都立大学、奈良教育大学、奈良女子大学、富山大学、福島県立大学、兵庫
県立大学、豊橋技術科学大学、名古屋工業大学、名古屋市立大学、琉球大学、愛知淑徳大学、沖縄
科学技術大学院大学、学習院大学、関西医科大学、関西学院大学、岩手医科大学、久留米大学、京
都産業大学、玉川大学、城西大学、中央大学、中部大学、朝日大学、帝京大学、東京理科大学、東洋
大学、藤田医科大学、武蔵大学、法政大学、麻布大学、明治大学

年度 採択件数 RU11 RU11以外の大学 その他機関 合計
2016 (H28) 175 38.29% 41.14% 20.57% 100%
2017 (H29) 169 34.32% 44.97% 20.71% 100%
2018 (H30) 180 28.33% 43.89% 27.78% 100%
2019 (H31/R1) 177 28.25% 46.89% 24.86% 100%
2020 (R2) 144 27.08% 49.31% 23.61% 100%
2021 (R3) 152 29.61% 48.68% 21.71% 100%
2022 (R4) 148 32.43% 47.30% 20.27% 100%
2023 (R5) 163 29.45% 52.15% 18.40% 100%

コロナ流行期間
コロナ流行期間
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（参考）大学共同利用機関において作成している資料例



国際拠点としての活動（核融合科学研究所（NIFS））
高温プラズマ実験、中性粒子ビーム開発、低温超伝導試験等、核融合分野の基礎研究を
担う中核装置を設置し、広く国際共同研究を展開。

低温・超伝導試験装置群

中性粒子ビームテストスタンド

国内外の共同研究チームによるITER-NBIの課題に
関する物理機構解明研究の実施

海外共同研究者によるLHDの安定なプラ
ズマを用いた多様なプラズマ実験の実施

LHDでは，海外アドバイザーの設置，
リモート実験環境の整備など，海外
からの実験参加の制度改革により，
海外からの実験提案が30 %まで増加

海
外
か
ら
の
実
験
提
案
数
割
合

％

大型ヘリカル装置（LHD）

NIFSが学術交流協定を結ぶ世界の研究機関
その他にも多くの海外の大学や研究機関と共同研究を実施

（参考）大学共同利用機関において作成している資料例
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生理学研究所：人材輩出においてどのくらいの大学にこれまで貢献しているのか
全国各地の大学等に幅広く貢献。我が国全体としての研究力の底上げに貢献。

● 生理学研究の中核的拠点として、当該分野の若手・中堅研究者を多数輩出。
キャリアアップ*1して転出した研究者は合計88名 (2004–2023年度の集計)。

● 転出先は国立大学が最も多く、日本各地に分布。
● 国立大学では、地域貢献型と世界水準型が、ほぼ同数。

*1 特任助教→助教、助教→准教授、准教授→教授など

転出先の内訳（2004–2023 年度、計88名）

北海道 2

東北 4

関東 26

中部 25

近畿 16

中国 3

四国 3九州・沖縄 7 海外 2

国立大学 46
私立大学 25
公立大学 6
公的研究機関 8
他 (民間・海外等) 3
計 88

転出した助手・助教及び助教授・准教授の転出先での職位（キャリアアップのみ）
（2004–2023 年度、計88名）

転出先国立大学の機能分類
（2004–2023 年度、計46名）

地域貢献型 特定分野型 世界水準型
生理学分野の中核的研究所として、有為な人材を全国の大学等に
多数輩出することで、生理学研究の人的基盤形成に貢献。
国立大学では、地域貢献型と世界水準型にバランスよく人材を輩出。

全国レベルでの研究力の底上げに貢献

ポイント
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（参考）大学共同利用機関において作成している資料例



人材育成（国立天文台）
●充実したフェローシップ制度による卓越した若手研究者育成

 国立天文台フェロー
• 極めて優秀な若手研究者が自らの計画する研究・開発

に専念できる
• 任期が５年と長く、挑戦的な研究で天文学のフロン

ティアを開拓する
• 研究費を年間100万円配布

 プロジェクト研究員
• 若手研究者の登竜門
• プロジェクト等に貢献する業務でその後のキャリアに

役立つ幅広い経験を積みつつ、自律的な研究も行う
• 研究費を年間50万円配布

国立天文台フェロー 25名、
プロジェクト研究員 22名が
キャリアアップ(2023年度末現在)

教授・准教授 助教
研究員・PD その他

大学(附置研含む)
その他研究機関
民間企業
海外大学
その他

国立天文台フェローの転出先とポジション

40%

44%

20%

44%

28%

 大学間連携による光・赤外線天文学研究教育拠点のネッ
トワーク構築事業（OISTER）

• 国内外にある1m級の光赤外線望遠鏡とせいめい望遠
鏡、すばる望遠鏡で観測網を構築し、マルチメッセン
ジャー天文学のために時間軸天文学の開拓を目指す

• 協力機関：北海道大、埼玉大、東京大、東工大、名古
屋大、京都大、兵庫県立大、広島大、鹿児島大

• 学位取得者数：博士48名、修士184名、学士184名
（2023年度末迄)

●大学との観測連携を通した若手研究者育成

 大学VLBI連携観測事業（JVN）
• 国内にある30m級の電波望遠鏡で構成される観測網を
構築し、大質量形成過程や高エネルギー現象の研究の
ための時間軸VLBI天文学の開拓を目指す

• 協力機関：茨城大、筑波大、岐阜大、大阪公立大、山
口大（とりまとめ）、鹿児島大、宇宙航空研究開発機
構

• 学位取得者数：博士43名、修士150名(2023年度末迄)
16http://astro.sci.yamaguchi-u.ac.jp/jvn/index.html

https://oister.kwasan.kyoto-u.ac.jp/

（参考）大学共同利用機関において作成している資料例

http://astro.sci.yamaguchi-u.ac.jp/jvn/index.html
https://oister.kwasan.kyoto-u.ac.jp/


核融合科学研究所：人材輩出においてどのくらいの大学にこれまで貢献しているのか
全国各地の大学等に幅広く貢献。我が国全体としての研究力の強化に貢献。

● 核融合科学研究の中核的拠点として、当該分野の若手・中堅研究者を多数輩出。
キャリアアップ*1して転出した研究者は合計47名 (1989–2023年度の集計)。

● 転出先は国立大学が最も多く、日本各地に分布。
● 国立大学では、８割以上が世界水準型。

*1 特任研究員・特任助教→助教、助教→准教授、准教授→教授など

転出先の内訳（1989–2023 年度、計125名）

東北 7

関東 43

中部 21

近畿 16

中国 2

四国 2九州・沖縄 8 海外 26

国立大学 52
私立大学 15
公立大学 1
公的研究機関 22
海外研究機関 26
民間企業 9
計 125

転出した研究員・助手・助教及び助教授・准教授の転出先での職位
（1989–2023 年度、計47名※キャリアアップのみ）

転出先国立大学の機能分類
（1989–2023 年度、計52名）

核融合科学研究の中核的研究所として、有為な人材を全国の大学
等に多数輩出することで、核融合科学研究の人的基盤形成に貢献。

全国レベルでの研究力の強化に貢献

ポイント
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教授
28%

准教授・助教授
47%

主幹研究員
6%

助教
11%

講師
4%

代表取締役
4%

（参考）大学共同利用機関において作成している資料例



広報アウトリーチ（分子科学研究所）
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分子科学フォーラム参加者数の推移

390

310

400

410

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

202220212020201920182017201620152014
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年度

オンライン開催後
急増

分子科学や他分野の研究をわかりやすく紹介する
講座として1996年に開講、年4回（2008年まで
は年6回）開催、2024年度に140回を迎えます。
コロナ以降、オンライン開催に伴い全国の学生に対し
て広報を積極的に行い、全国の高校生、大学生等
若い層の参加数が増加しています。

■市民公開講座・分子科学フォーラム

■その他イベントへの協力
自然科学研究機構シンポジウム
大学共同利用機関法人シンポジウム
GIGAスクール 等

（参考）大学共同利用機関において作成している資料例
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（参考）前回検証時の外部検証様式 ※４ページ程度の記述
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